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【柴 田】お忙 しい中 、お時間 を頂 き有 り難 うございます 。本 日は、技術移転の問題 を中心 に日本の
産業界を リー ドしてお られる方が どのよ うなお 考えを持 ってお られ るのか をお伺い したい と思 って
お ります 。早速 ですが 、貴社が世 界的 に企業展 開 され た理 由等 はどこにあ ったのか につ いて 、お伺
い したいのです が 。
【賀来】我 々が 世界へ 進出す る場 合 には、 「共生」 ということを考えてい ます。その理 念を要約 し
ます と、一つは先進 国 との貿易のイ ンバ ランス 、二番 目は発展 途上 国 との貧富の格差 、三番 目は世
代間 、つ まり今 生 きている人 間 と将来生 まれて くる人間 とのイ ンバ ラ ンスを解 消す る方 向で企業 は
努力 しなければな らない とい うこ とです 。もっ とも、一企業 で解決す るのは難 しいのですが 、方 向
性 としてそのよ うな観点 を持 ってお きたい と考 えてお ります 。
【柴 田】貴社の海外進 出の歴史 につ いて具体的 に御説 明願 えませ んか。
【賀来】 まず 、第一の インバ ランスを解消する 目的では 、アメ リカよ りヨーロ ッパの方が先 に問題
になると思 い、1983年 にフラ ンス に工 場を開設 し、その後 アメ リカにも工場 を開設 致 しま した 。
ただ先進 国の工場で生産す るとコス ト高にな ります ので 、一方 でタイ 、マ レー シアに進 出 し、現在
で は中国 にも進 出 してお ります 。これ らの地域 への進 出は、企業側か らみ るとコス トが 安い とい う
メ リッ トがある一方 、発展 途上国側か らみ る とその国の雇用及び輸出 に貢献する とい うことで非常
に喜ばれ 、我々の経営理念 とも合 致 している と考 えてお ります 。
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【柴田】そのよ うに多数 の国 々に展開 されてい ます と、国ごとに気質 ・宗教等 も異 な り、色々 と御
苦 労を経験 され た と思 うのですが 、そのあた りをお聞 かせ願 えませ んか 。
【賀来 】お っしゃるとお り、どの国 に進 出 して も苦労 はつ きものですね 。例 えば 、フラ ンス に進出
した場合 、下請 け企業百社 ぐらい を集めて 、我 々は技術 を教 え、そ こで製造 した ものを納入 して も
らうとい った 日本的 な経営 、つ ま り 「下請 けの系列化」 のような事 を計画 したのですが 、フラ ンス
にはそのよ うな習慣が な く、ものす ごい抵 抗にあいま した。現 在で は 、そ の内の数十社 が 良さを認
めて うま くいって いるようです 。又 、中国では給料 の問題か らス トライキ をや られた こともあ りま
した。結局 、どこの国で も最 初は苦労が あ りま したが 、現地のや り方 を尊重 しなが ら日本的な方法
の良い点 を持 って行 き訓練す ると、大体修得 し、問題 な くや ってい るよ うです 。
【柴 田】そ うい う意味では 、現地 に進出 して、 こち らが学ぶべ き点 もござい ます で しょうか。
【賀来】学ぶべ きところがご ざい ます ね。例 えば 、欧米のマネージ ャーは非常 によ く働 きます ね 。
良いマネー ジャーは 、 トップ ダウ ンで 、しかも24時 間働 くという感 じです 。
【柴 田〕 日本では 、若 い人は 良く働いて、幹部 は見て いる感 じですね 。逆 に、アメ リカや ヨーロ ッ
パで は幹部が 良 く働 き、一般 労働 者は時間 どお りに働 くとい う図式ですね 。
【柴 田】 ところで 、日本の技術 の レベル につい て、どのよ うにお考えですか 。
【賀来〕一部では 、日本の技術が 世界一で ある という意見 もあ りますが 、私の実感 ではアメ リカの
方が数段 上である と思 い ます 。一例 を挙げ てみ ます と、我 々光 学硝 子メーカーは世界一 の技術 を持
っている と従来 か らうそぶ いてお ったのですが 、実態は必ず しもそ うではないのです 。例 えば レン
ズですが 、宇宙 か ら撮 影す る技術 など 日本 は持 ってい ませ ん 。また 、ソフ トウエ アの技術 につ いて
は 日本は まだまだです 。
【柴田】 日本はなぜ ソフ トウエ アが苦手なので しょうか 。
【賀来】 日本人はハー ド指 向なんですよ 。ソフ ト指向を持 っていない とい うこ とです 。よ く例 え話
で言われ るのは 、友人 のお医者 さんに電車で会 った際 、この頃 胃の具合が悪 い と相談 しア ドバ イス
を受けた としま しょう。 日本であ ればそれでサ ヨナラですが 、アメ リカの場合そ の後ち ゃん と請求
書が くるわけです 。っ ま り、アメ リカは ソフ トの大切 さを非常 に重要視 していますね 。
【柴田】貴社 の場合 は、OA機 器や コンビ ュタ一等 を扱 ってお られ るので ソフ トの重要性 を当然社
内的に重要視 している と思われ ますが 、いかがで しょうか。
【賀来】 なか なか実感が ないですね 。実は以前 に 「右 手にハー ド、左手 にソフ ト」 とい う標語 を作
って 、ソフ トに強 くな ろうと した のですが 、現 在で もあま り力がつ いて いるとは思えないです ね 。
【柴田】外国 に出てい く場合 、各 国の都合 で規制を受 け 、うま く行か ない こともあ りませんか 。
【賀来】 中国の場合は 、出来た製品 を全て引 き取る 、100%輸 出が条件で したので 、これ には問
題 はあ りません 。 しか し、中国で売 るとなる と政府 との交渉が必要で 、今 では15%ま でな ら売 っ
てよいとの許可が得 られてい ます 。まだ 、市場 としては中国は早い のでは ないか と感 じてい ます 。
【柴 田】 日本企業の海外進出の増大 に伴 い 、将来 的には海外で の現地生産が らみの利益 が多 くな っ
てい くと思われ 、その事 に関連 した問題が生 じて くるのではな いで しょうか 。
【賀来】その とお りで しょうね 。私は空洞化 の問題 も心配 して いるのです が 、これだけ円高が 進行
します と 日本で は製造で きな くな り、海外 での生産が 今後 も行われてい くで しょう。もちろん 、資
本材 に関 しては 、現在 日本か ら輸 出 してい ます が 、これも永久 に輸 出で きるかわか らないです よ 。
現地で資本財 も製造で きるよ うにな り、日本 で何をや って 良いかわか らない とい う時期が必ず 来る




【柴田】空洞化 の別 の一面 は 、雇用 の問題 、つ ま り空洞化 によ る雇 用機会 の喪 失の問題 であろ うと
思 うのですが 、貴社 の事業展 開をお聞 き してい ます と、国内での雇 用 とい うのは余 り増 えていない
と考えてよろ しいのですか 。
【賀来】 む しろ減 り気味ですね 。国 内工場 では人手が余 って きてお り、今 は もう会社 と しての人員
増 は海外 で しかあ りえ ない状況です 。
【柴 田】企業 と しては利益を上げなければな らないので 、現在 のコス ト高 では外国へ進 出せ ざるを
得 ないですね 。そ うす ると、日本国内の雇 用は減 ってい くとい う状況が生 じて きます 。企業は 、外
国 の問題 を考えな くて はな らない と同時に 、自らの国内の問題 も抱 えるという矛盾が生 じるよ うに
思 えるのですが 。
【賀来】いや 、それでです よ 。私 は 、経済 同友会 の中に技術政策委員会を作 り、委員長 として一年
がか りで検討 したので すが 、日本 は 、戦前 は軍事立国 、戦後は輸出立国 とい う道 を歩 んで きま した
が 、今後 日本が 生 き延 びる道 は技術創造立国 しか ない と考えてお ります 。特 に最近 の円高の影響で
アメ リカで生産す る方が コス トが安 く済み 、一方東南 アジア も相当ハイ レベル な製品 を こなせ るよ
うにな って きています 。そ うす る と、 日本で何がで きるので し ょうか 。お っしゃるとお りお先真 っ
暗 です よ。おそ らく、 日本 というのはこんな状態でい った ら、そ う遠 くない将来 に中国 にも負 ける
し、当然 アメ リカにも負 け、世界 の片田舎 にな って しまいます 。その解決策 としては、技術創造立
国 ということを総理大 臣をは じめ真剣 に考 え 、政策の展 開を図 って欲 しい と考え てい ます 。
【柴 田】特 にどのよ うなことを改 善すべ きと考 えてお られますか 。
〔賀来】政府関係の研 究開発費が 少ないこ とが上 げ られます 。政府関係の研究費はGNP比 で 、
0.5%と 格段 に低 くな っています 。アメ リカで1.1%、 フ ランスで1.2%と いず れ にして も
日本の倍以上 は使 ってお ります 。もちろんそ の理 由の一つは 、軍事の研究 にも使 われて いる ことも
あ ります が 、技術 とい う面 か らみ れば軍事 に使お うが平和的 に使 お うがや っぱ り技術 なんです よ。
ですか ら、国の研究 開発費 を先進 国並 に早 く倍増 させ る必要があ ります 。 しかも、我 々は倍増 だけ
では間に合わない と考 えてお ります 。なぜか というと、アメ リカには多 くの技術 ス トックがあ り、
日本には殆どない ことか ら、GNPの3%ぐ らい使わない ととて も追 いつか ない と考え ているか ら
です 。
【柴 田】 お っしゃるとお り国 も研究開発費の増 額 をす るよう努力す る必要があ ると思い ますが 、一
方 で 、民 間と して も体質 を改 善 してい く必要が あるのではないですか 。
【賀来】 そうですね 。民間 も含めた研究 費全体 でみてみ ます と 、日本はGNPの3%を 使 ってお り、
アメ リカが2.6%で ある ことと比較 して も多 い といえます 。ただ 、そのお金 の使い方 が 良くない
のです 。民間の場合 、横並び製品を作るために多 くのお金が使われてい ます 。よその会 社 と同 じ物
を作ろ うとする ことに問題が あるのです 。アメ リカの ように、よその会社 と関係 な く独 自の研究 に
使 うとい った使 い方に改 めてい く必要が あるで しょう。
【柴田】横並 び開発か らの脱 皮を皆が真剣 に意識 し、それぞ れがユニー クな開発 に没頭 し、多 少な
り民間も独 創的な もの に移行 してい く、そ うい った雰囲気 を国内 に醸成 していなければ な らないと
い うことですね 。特許権 のあ り方 を変 えることで 、そんな風 に向か わせ られ ないで しょうか 。
【賀来】 それも考 えられ ますが 、特許 に関 して はアメ リカが今 では特許権使用料 と してす ご く高 く
要求 し、逆 に不満 もあ ります 。例 えば 、ミノル タとハネウエル との争 いでは、我 々が横で 見ていて も
ハ ネウエルの主 張は無 理で 、ミノル タの方が勝つ と思 ってい ま したが 、公聴会 にかか ると ミノル タが
負 けて しまったのです 。製品 を作 る場合 、特許 以外 に も色 々なアイデ アがあ ってその集 積 と して物
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が 出来て いるの に、アメ リカはその製品の価値全体 に包括 的に使用料 をか けてい る。即 ち 、特許権
の対価が過大 になり過 ぎてい ます 。
【柴 田】 ところで近年 、工場 等が 多数海外 に進 出 した ことに伴 い 、日本の研究能力が低 下 して きて
いる とい うことを感 じられる ことはござい ませ んか 。特 にプ ロセスのイノベー シ ョンの場合には工
場が動い ている 中か ら生 まれるこ とが多い と思われ ますので。
【賀来】 まあ 、その点では難 しい問題が起 こって くると思いますね 。その心配 を少 しで もな くそ う
として 、我 々は フランス 、英 国 、米 国等 に研究所 も設置 してい ます 。また 、現地で生 まれる製品 も
あ ります 。また 、現地 で生 まれた技術 を 日本 において応用利用 しているこ ともあ ります 。
(柴田】進出先 に研究 開発部 門を設 置 して 良い成果を上げていれば 、現地 も 日本の技術 力 もア ップ
す ることにな り、そ うい う調和 を常 に求めてい こうとい うことです ね 。と します と、労 働力のみを
も とめて アジアに工場 進出 してい くことは 、問題ですね 。
【賀来】我 々の経験で も、例 えば台湾 の例 を見 ると、今では工場長以外の現地の幹部は台湾の人で
あ り、研究開発部門 もすべ て台湾 の人で構成 されてお ります 。中級 カメラに関 して設計 の段 階か ら
すべて現地で行 ってお り、我 々の手 を離れてい て、日本よ り良いアイデ アも出て きてい ます 。それ
を我 々が 買い取 って世 界 に輸 出 しているよ うになってい ます 。
【柴 田】や は り、難 しいけれ ども、現地 との共存共栄 を目指す ことが大切 ということですね。
【賀来】その とお り、時間をかけて技術 を根付かせる必要が ある とい うこ とです 。それか ら、この
問題は技術開発だけではないのです 。円高 に対 して政府は無頓 着過 ぎるので はないで し ょうか。円
が安ければ国内でで きる ことが一杯 あるはずです 。円高の原 因は貿 易黒字ですが 、日本 で もある程
度解決で きる手があるのではないで しょうか 。例 えば 、縦割 り行政 による公共設 備投資の是正 や貯
蓄優遇税制 とい ったよ うな ものの見直 しも必要で しょう。今 までは良か った政策 も、今 後は 、見直
して行 く必要があろ うと感 じてい ます 。
【柴 田】本 日は 、大変 有意義 なお話 をお聞かせ いただ きまして 、あ りが とうござい ました。
(メモ)賀 来 龍三郎(か く りゅうざぶ ろ う)
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皿.レ ポ ー ト紹 介/HighlightofthenewReport
サ イエ ンス&テ ク ノロジーパ ークの開発動 向に関する調査 研究(NISTEPREPORTNo.38)
1調 査研究 の 目的
近年 、研究 ・技術開発やそ の成果の企業 化を 目的 と した新 たな科学技術拠点 の開発が活発 に行わ
れて きて いる。本調査研究で は、科学技術 拠点の中で も特 に研究 ・技術 開発成果 の産業化 を 目的 と
したもの をサ イエ ンス&テ クノロジーパ ー ク(以 下 、rS&Tパー ク」 と略す 。)と 定義 して 、我 が国
の開発状況 を調査 し、その実態 と問題点を明 らか にし、S&Tパー クの開発 と運営手 法の確立 とイ ノベ






47都道府県 の科学技術担 当部局を窓 口 とした予備調査 とS&Tパー クに対す るアンケー ト調査 によ り、
全国のS&Tパー クの実 態が初めて 明 らか になった 。
3S&Tパー クの調査研究結果の概 要
(1)S&Tパー クの定義
我が国では同 じよ うな機能 を持 っているS&Tパー クの場合で も、リサーチパー ク、サイエ ンスパー
ク、テ クノパ ー ク ・セ ンター等 と呼ばれ 、種 々の用語が乱用 されているので 、今 回の調査研究 では 、
工業 団地 か らS&Tパ ー クへ の進化過程で開発 されて きた4つ の要 素的イ ンフラ(イ ンキ ュベ ータ、
研究施設 ・機 関 、交流施設 ・機関 、パー ク)に 着 目して 、初 めて分類 ・定義 した 。(図1)
(a)イノベー シ ョンセ ンター:企 業の創業 を支援す る インキ ュベー シ ョン施設 を持 ち、研究や研究
交流のた めの施設 を併設 して いることもあるが 、パ ー ク(研 究機関や企業が入居す るための十分な
スペー ス)を 持 たない もの 。
(b)サイエ ンスパー ク:イ ンキ ュベー タが他 の主要施設 と共 にパー ク内に併設 されてい るもの 。パ
ー クは 、研究機関や研究開発型企 業の集積や イ ンキ ュベー タを卒業 した企業の事業 拡大のための移
転先 として活用 される。
(c)R&Dパーク:科 学技術 資源 を企業化するための インキ ュベ ーシ ョン施設 を持たず 、大学や各種の
研究機 関の集積 を目的 に建設 された研究所 団地 。このR&Dパ ー クには 、研究交流機能 を持たない
もの と研 究交流 機能を持つ ものが ある。
欧米 を中心 と して開発 されてきたS&Tパー クは、国によ って は明確 な定義がな されてい るものの 、
各国の産 業構造や経済 構造 に強 く依存 しなが ら普及 して きたので 、国際 的 に共通 した定義 は まだな
い 。そ こで 、上 記のイ ノベー シ ョンセ ンター 、サ イエ ンスパ ー ク、R&Dパー クの3類 型 を国際的な に
共 通 した 分類 とす るこ とを提案 した。
(2)設立動 向
我が国 には、地方 自治体が 中心 となって平成5年 度末時点で70のS&Tパークが設立 され ている(図




英 、独 のS&Tパー クは、インキ ュベー タを持つ都市型 の 「イノベー シ ョンセ ンター型」 とイ ンキ ュ
ベ ー タと企業 の入居 スペー スを持 つ 「サ イエ ンスパー ク型」で 構成 されているが 、 日本 は、このタ
イプ に加 えて、研究所 の集積 、誘致 をE指 したrR&Dパー ク型」が1/3も 占めている。
(4)設立 目的
英 、独 のS&Tパー クは、ハ イテ ク企業 の創 出を 目的と した ものが圧倒的 に多い 。我が国 のイノベ ー
シ ョンセ ンター とサ イエ ンスパー クはインキ ュベー タを有 して いる にもかかわ らず 、英 、独 と違 っ
て企業の 創出を主 たる 目標 と していない 。R&Dパ ー クは英 、独にはない タイプであ り、それ はハ
イテ ク企業 の誘致(72%)を 目的に した ものが多い(図2)。
4イ ンキ ュベ ータの調査研究結果の概要
(1)入居対象
我が国 のインキ ュベ ータの入居企業の多 くは インキ ュベー タの外部 に本社機能 を置 き(63%)、
企業設立後3年 以上経 ってか ら入居 してい る割 合 も高い(65%)こ とか ら分か るように、新分野 に
進 出 しよ うとしてい る 「既存の 中小企業」 をイ ンキ ュベータの主 な対象 と してお り、新た に創業を
図 ろ うとす る起業家 を入居の前提 と してい る欧米型のイ ンキ ュベー タとはその 目的 も機 能 も大幅 に
異 な って いる。(図3)
(2)入居企業 に対す るサー ビス
独では 、創業 、金融 、技術等の コンサル タン トサービスやベ ンチ ャーキ ャピタル 、助 成金等 の金
融サービ スに関す る専門的なサー ビスが 、高 い率(48～94%)で実施 され ているの に対 して 、我が
国 の場合 には 、技術支 援(73%)と 補助助成(52%)が5割 を超 えて実施 されている程 度で 、外部
機関の活用度 も低い 。起業家 に対 する支援 とい うよ りも、既 に創業 してい る企業 に対 して単 に入居
スペース を提供 してい るだけのイ ンキ ュベ ータが多い。(図4)
5結 論
地域経 済開発を進 め るため には 、技術革新 を促進 させ るための社会基盤 の体 系的な整備が求 め ら
れているが 、我 が国におけるS&Tパ ー クや イ ンキュベー タの開発は 、どち らか と言 えば箱 ものの
整 備が多 く、それ らの機 関の間の関係 もイ ノベ ーシ ョンの創出 に向けた相 互に有機的 な機能連携が
図 られるよ うには設計 されていない。今後 、地域 にお いて 、技 術革 新を持続 的に進めて 行 くた めに
は 、第一 に、それぞれ の地域 にお ける科学技術 資源の蓄積 状況 を厳 密に把握 ・評価 し、第二 に地域
における産業 ・生活 の両面 にお ける科学技術ニ ーズ を適切 に把 握 し、その上 で、第三 に基礎研究か
ら商業化 ・産業化 まで の一連 の流 れを実現で きる総合 的な知 的生産のため の社会基盤 を、一つ の社
会 システ ム として構築 し、整備 して行 く必要が ある。
更に 、我が 国では 、技術革新 のための社会的 な仕組 みが欧米社会 に比べ て、特 に次の点で大幅 に
遅 れている。第一 に、企業 の創業段階か ら 、創業後の萌芽期 、さらに成長期 にお ける資金調達の困
難 さであ る。今後 、企業創 出と新規参入障壁の低減 に向けた新 たな金融制度 の整備が必要であ る。
第二 に、優秀 な起業家 の絶対 的な不足であ る。我が国では 、大企業 か らの起業家のス ピン ・オ フに
比べ 、大学か らのス ピ ン ・オ フは極めて少ない 。よ って 、大学 か らのスピ ン ・オ フを誘 導するため
には 、まず 、大学その ものの社会 的役割 とその機能の見直 しも含 めて 、イ ンキュベー シ ョンを中核
とした産学協同体制の新 しい枠組みづ くりか ら始める必要があ る。
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図1 日本 にお けるS&Tパ ー クの定義 とS&Tパ ー ク数(平 成5年 度末)
S&Tパ ークの構 成宴安 S&Tパ
ーク数 構成比







イ ノベ ー シ ョ ンセ ン ター 翻 ○ ○ 26 37.1%
サイエ ンスパーク 翻 ○ ⑳ ⑳ 19 27.1%
R&D
パーク
交流機能なし ⑳ 働 14 20.0%

















英 、 独 、 臼 のS&Tパ ー ク の 設 立 目 的
イ ノベ ー シ ョンセ ン ター型 の設 立 目的
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図4独 、日のイ ンキ ュベー タにおけ るサービ ス内容
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